
令和９・10 年度鳥取県建設工事入札参加 

資格審査申請にかかる手続きについて（県外用） 
 

 

 鳥取県の建設工事の入札に参加を希望する者で、県外に主たる営業所を有する者（以下「県外業

者」という。）は、「建設工事の一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格等につ

いて」（鳥取県告示第519号（令和８年８月18日付告示））及び「Ⅰ 入札参加資格審査申請の手

続き」により申請書を作成し提出すること。 

 なお、特殊工事（Ⅱ １を参照）を希望する場合、別途特殊工事入札参加資格審査用付属書類が

必要となるので、「Ⅱ 特殊工事入札参加資格審査申請の手続き」により書類を作成し併せて提出

すること。 

 

 

Ⅰ 入札参加資格審査申請の手続き 

１ 受付期間等 

 

鳥取県入札参加資格審査申請共同受付システム（以下、「ＴＣＡＳ」という。）により申請ボ

タンを押下できる期間が上記受付期間です。 

 

【提出方法】 

  ＴＣＡＳにより、受付期間内に提出すること。 

※ＴＣＡＳ対応市町村（令和８年10月時点） 

鳥取市、米子市、倉吉市、境港市、岩美町、若桜町、智頭町、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、 

北栄町、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日野町、江府町 

 

２ 申請書等の入手方法 

ＴＣＡＳシステム内でダウンロード 

  https://www2.nssinsei.jp/tottori-pref 

  （とりネットＨＰで「ＴＣＡＳ」で検索。） 

 

 

 

 

 

 

認定期間

第１回 令和8年10月1日～令和9年1月31日 令和9年4月1日～令和11年3月31日

第２回 令和9年4月1日～令和9年4月30日 令和9年7月1日～令和11年3月31日

第３回 令和9年7月1日～令和9年7月31日 令和9年10月1日～令和11年3月31日

第４回 令和9年10月1日～令和10年1月31日 令和10年4月1日～令和11年3月31日

第５回 令和10年4月1日～令和10年4月30日 令和10年7月1日～令和11年3月31日

第６回 令和10年7月1日～令和10年7月31日 令和10年10月1日～令和11年3月31日

受付期間

第２期

第１期

-1-



３ 提出書類 

 (１) 工事経歴書（様式第３号）※ 

 (２) 納税証明書（国税）（写でも可） 

 (３) 建設業許可通知書の写し又は建設業者・宅建業者等企業情報検索システムの建設業者詳細情

報画面の写し 

 (４) 経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し 

(５) 商業登記簿の謄本 （写でも可） 

 

（注）県及び市町村に同時に申請する場合は、次の様式をシステムに添付すること。 

(６) 県内営業所一覧（共通様式第１号） 

 (７) 印鑑証明書 

 (８) 使用印鑑届 

※印のついている書類は省略可能なものもあるので注意すること。（４ 記入方法を参照） 
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入札参加資格審査申請書類提出書類一覧（県外業者用） 

 

 

 

  

県のみ
県及び

市町村

工事経歴書（様式第３号）

※直前経審では工事実績がなく、直前審査基準日から入札参加資格申請日までに実績

ができた場合、若しくは建築解体、交通安全施設、港湾、鋼橋、アスファルト、舗装

一般、区画線工、畳工を申請する場合のみ提出すること

2
納税証明書（国税）（様式その３－２（個人）その３－３（法人））

※申請前３ヶ月以内に発行されたものとする

3
建設業許可通知書の写しまたは建設業者・宅建業者等企業情報検索システムの

建設業者詳細情報画面の写し

4 経営規模等評価結果通知書の写し

5 商業登記簿の謄本（写しでも可）

1
特殊工事入札参加資格審査用付属書類（様式第７号）

※申請工種と合致したものを選択すること

2
誓約書（様式第８号）

※鋼構造物（鋼橋）を申請する者のみ提出すること

3

職員調書（様式第９号）

※記載した資格等を証する書類、常勤性を確認できる書類（雇用保険通知等）の写し

を添付すること

4 職員写真（様式第１０号）

5
機械調書（様式第１１号）

※記載した機械等の能力及び保有（リース）を証する書類を添付すること

6
機械設備等調書（様式第１２号）

※機械番号、刻印番号及びナンバープレート等の確認できる写真を添付すること

7

実務経験証明書（様式第１３号）

※土木一式工事（港湾）を申請する者のみ提出すること

記載した実務経験の従事内容を証する書類を添付すること

1

県内営業所一覧

※納税義務の確認のため、入札権限の有無に関わらず県内に営業所がある場合は提出

すること

2

印鑑証明書

※使用印鑑届で押印した実印を証するもの

※申請前３ヶ月以内に発行されたものとする

3
使用印鑑届（任意様式）

※見積、入札、契約等の手続きに実印以外の印を使用する場合

★特殊工事を申請する場合は、上の書類に加え、以下１～７の書類も併せて提出すること

★県及び市町村に同時に申請する場合は、上の書類に加え、以下１～３の書類も併せてシステムに添付すること

様式・資料名

確認欄

1
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４ 記入方法 

  各様式への記入に当たっては、次により明瞭に記載すること。 

 (１) 工事経歴書（様式第３号） 

ア 次のいずれかに該当する場合に提出すること。 

(ア) 直前経審で工事実績がなく、審査基準日以降、入札参加資格申請時までに工事実績が

できた場合（第１期入札参加資格申請においては、令和７年10月１日から令和８年９月

30日までの間を審査基準日とする年度のもの、第２期入札参加資格申請においては、令

和８年10月１日から令和９年９月30日までの間を審査基準日とする年度のものを直前の

経審とする） 

(イ) 建築一式工事（解体）、交通安全施設、港湾、鋼橋、舗装一般、アスファルト、区画

線工及び畳工を申請する場合 

イ この表は、申請する希望工種ごとに記載し、４種類以上申請する場合は別葉として記載す

ること。 

ウ 希望工種に係る工事の代表的なもの（３件を限度とする。）を記載すること。 

エ 記載した工事について、当該工事の内容が確認できるものとして当該工事の請負契約書及

び仕様書等の写し又は工事カルテ等の写しを添付すること。 

 オ 「請負代金の額」欄については、消費税抜き額を記入すること。 

カ 土木一般の実績には、ダム、橋、防波堤等の解体を含み、建築解体は、原則として１棟で

３階建て以上または１棟の延べ床面積が300㎡超の建築物の解体をいう。ひとつの契約で建

築物の新築工事と解体工事が含まれ、前述の要件を満たす場合、建築解体の実績として認め

る。この場合にあっては、完工高を建築一般に計上したうえで、建築解体の申請を行うこ

と。（建築解体の完工高はゼロとなる。） 

   上記の土木一般に含まれる解体、建築解体以外の、土木工作物や建築物の解体は、解体工

事で発注する。 

 

(２) 納税証明書（国税） 

ア 様式は税務署発行のもの（その３－２（個人）、その３－３（法人））とする。 

  イ 証明を受ける税目は、「消費税及び地方消費税」及び「法人税又は所得税」とする。 

（注1）納付すべき税額がない場合でもその旨の証明書を添付すること。 

（注2）申請前３ヶ月以内に発行されたものとする 

（注3）広島国税局では、納税証明書の税務署への請求方法を、原則e-Tax（WEB版）を使用した 

 オンライン請求（下記①又は②の方法）としているため、手続方法について下記リンクを 

 確認すること。 

   ① 電子証明書とe-TaxのＩＤを使用することでＰＤＦ形式の電子納税証明書を取得 

② 電子証明書を使用せずe-TaxのＩＤを使用して事前に請求することで来署予定日に書面 

形式の納税証明書を取得 

  （国税庁HP）https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nozei-shomei/01.htm 

  未納がある場合は、入札参加資格を認定しない（申請を受理しない。）ので注意すること。 

 

 (３) 建設業許可通知書の写し又は建設業者・宅建業者等企業情報検索システム画面（https://

etsuran2.mlit.go.jp/TAKKEN/）の写し 

    

 (４) 経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し  

ア 対象審査基準日は以下のとおり。 

 

-4-



第１期受付：令和７年10月１日から令和８年９月30日（合併等の場合は、令和８年12月31

日）まで 

第２期受付：令和８年10月１日から令和９年９月30日（合併等の場合は、令和９年12月31

日）まで 

イ 当該審査基準日以降の通知書の再提出は不要である。 

 

 (５) 商業登記簿の謄本 

  ア 現在事項証明書、履歴事項証明書のどちらでもよい。 

  イ 申請前３ヶ月以内に発行されたものとする。（写しでも可とする。） 

 

※県以外の自治体にも同時に申請する場合は、次の様式をシステムに添付すること 

（６）県内営業所一覧（共通様式第１号） 

ア 納税義務の確認のため入札権限の有無に関わらず県内に営業所がある場合は提出するこ

と。 

 

（７）印鑑証明書 

ア 見積、入札、契約等の手続きに使用する実印の印鑑証明書を提出すること。 

イ 申請前３ヶ月以内に発行されたものとする。 

   

（８）使用印鑑届 

ア 実印以外の印を見積、入札、契約等の手続きに使用する場合に提出すること。（任意様

式） 

 

５ 入札参加資格の有効期間 

  入札参加資格を付与された日から令和11年３月31日まで 

 

６ 社会保険等への加入状況 

  健康保険法、厚生年金保険法、雇用保険法の規定に係る届出の義務を履行していない者にあって

は入札参加資格が認定されません。（ただし、適用除外の者は除きます。） 

 

７ 問い合わせ先 

鳥取県県土整備部県土総務課建設業・入札制度室 

 〒680－8570 鳥取市東町１－２２０（本庁舎５階） 

電 話：０８５７－２６－７３４７、７４５４

ﾌｧｸｼﾐﾘ：０８５７－２６－８１９０

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：kendosoumu@pref.tottori.ｌｇ.jp 

   （注）問い合わせは、極力ファクシミリ又はメールによりお願いします。（電話の場合、問

い合わせの趣旨が伝わらず、誤った回答につながる恐れもあります。） 

問い合わせ内容に不明な点がある場合は、担当より連絡させていただきます。 

 

８ その他 

 ○ ＴＣＡＳを使用して申請を行うため、送信専用メールアドレス（tottori-pref@nssinsei.jp）

が受信できるよう、セキュリティソフト等の設定をお願いします。 

○ 記載事項に変更が生じた場合はＴＣＡＳにて申請をお願いします。 

ＴＣＡＳ（https://www2.nssinsei.jp/tottori-pref） 
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Ⅱ 特殊工事入札参加資格審査申請の手続き 

 

 特殊工事の入札に参加を希望する者は、一般工事の申請書類のほか、以下により特殊工事入札参加

資格審査添付書類を作成し提出すること。 

なお、「Ⅰ 入札参加資格審査申請の手続き」に記載してあることは再掲していないので注意する

こと。 

 

１ 特殊工事の種類 

 (１) 土木一式工事－プレストレスト・コンクリート 

 (２) 土木一式工事－港湾 

 (３) とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事－交通安全施設 

 (４) とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事－法面処理－法面植生工 

 (５) とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事－法面処理－法面保護工 

 (６) とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事－法面処理－ｱﾝｶｰ工 

 (７) 鋼構造物工事－鋼橋 

 (８) 舗装工事－アスファルト 

  (９) 塗装工事－一般 

(10) 塗装工事－区画線工 

 (11) 内装仕上工事－畳工 

 (12) 造園工事 

 

２ 提出書類 

(１) 特殊工事入札参加資格審査用付属書類（様式第７号） 

 (２) 誓約書（様式第８号）※  

様式第８号は『鋼橋』を申請する者のみ提出すること。 

 (３) 職員調書（様式第９号）※ 

当該職員調書に記載した職員が有する資格等を証する書面の写し並びに健康保険・厚生年金

保険標準報酬決定通知書の写し又は雇用保険被保険者証等を添付すること。 

 (４) 職員写真（様式第10号）※ 

(５) 機械設備等調書（様式第11号）※ 

当該機械設備等調書に記載した機械等の売買契約書、固定資産台帳又はリース契約書の写し

を添付すること。 

  (６) 機械設備等写真（様式第12号）※ 

(７) 実務経験調書（様式第13号）※ 

記載した実務経験の従事内容を証する書類（請負契約書及び仕様書等の写し、又は工事カル

テ等の写し）を添付すること。 

（注）※印のついている書類は提出不要のものもあるので注意すること。（「特殊工事提出書

類一覧」参照） 

 

３ 提出方法 

ＴＣＡＳにより、提出書類をシステムに添付すること。 

 

４ 提出時期 

    建設工事の入札参加資格審査申請書と同時に提出すること。 
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５ 申請要件 

 (１) 土木一式工事－プレストレスト・コンクリート 

   審査基準日前５年間又は審査基準日から申請日までに土木一式工事（プレストレスト・コンク

リート）に属する工事の実績があること。 

 

 (２) 土木一式工事－港湾 

ア 審査基準日前２年間又は審査基準日から申請日までに港湾工事に属する工事の実績がある

こと。 

イ 次の技術者を常に備えていること。 

   ａ 港湾工事に属する工事の監督業務に従事した期間が５年以上ある専任技術者 

   ｂ 港湾工事に属する工事の監督業務に従事した期間が２年以上ある補助技術者 

  ウ 次の表に掲げる船舶を備えていること。 

区 

分 

種      別 乗   組   員 

船 舶 名 
規  格 

能  力 

二級小型 

船舶操縦士 
運転士 

その他 

の船員 

１ え  い  船 100馬力以上 ２ － １ 

２ 起重機船（ｸﾚｰﾝ付台船を含む。） 25トン吊以上 － １ ３ 

３ 

グラブしゅんせつ船（50トン以上の

積台船で、0.6立方メートル以上のク

ラムを積載できるものを含む。） 

100馬力以上 － １ ３ 

エ 港湾工事に属する工事においてウの表の船舶の欄に掲げる船舶の乗組員として業務に従事

した期間が延べ２年以上ある者を、１隻につき同表の乗組員の欄に定める人数以上を常に備え

ていること。この場合において、起重機船及びグラブしゅんせつ船の乗組員は、相互の船舶の

乗組員を兼ねることができる。また、同表の起重機船とグラブしゅんせつ船の両方の機能を併

せ持つ船舶の場合は、一隻で両方の船舶を保有しているものとみなす。 

オ 県内営業所を有し、当該営業所に職員を２０名（ドック提供者は１０名以上）、土木施工管

理技士を１０名以上（ドック提供者は５名以上）常に備えていること。 

 

 (３) とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事－交通安全施設 

審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までにとび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事（交通安全施

設）に属する工事の実績があること。 

 

 (４) とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事－法面処理－法面植生工 

ア 審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までに法面処理に係る工事実績があるこ

と。 

  イ 次に掲げる機械のいずれかを県内営業所に常に備えていること。 

   ａ 種子吹付機 

ｂ モルタル吹付機（刻印番号があり、ボイラー及び圧力容器安全規則（労働省令）第８８条

の定期自主点検を受けているものに限る。） 

   

 (５) とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事－法面処理－法面保護工 
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ア 審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までに法面処理に係る工事実績があるこ

と。 

イ 次に掲げる機械等を県内営業所に常に備えていること。 

   ａ モルタル吹付機（上記（４）に同じ） 

   ｂ 計量器 

ｃ ホッパー 

 

 (６) とび･土工･ｺﾝｸﾘｰﾄ工事-法面処理-ｱﾝｶｰ工 

ア 審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までに法面処理に係る工事実績があるこ

と。 

イ 次に掲げる機械等を県内営業所に常に備えていること。（ａとｂはいずれかを保有していれ

ば良い） 

ａ ロータリーパーカッション掘削機 

ｂ ドリフタ及びガイドセル 

ｃ グラウトミキサ 

ｄ グラウトポンプ 

 

(７) 屋根工事 

審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までに屋根工事に属する工事の実績がある

こと。 

 

 (８) 鋼構造物工事－鋼橋 

審査基準日前の５年間又は審査基準日から申請日までに鋼構造物（鋼橋）に属する工事の

実績があり、以下の要件を満たしていること。 

ア 新規に鋼橋（Ｈ型鋼を主桁とするものを除く。）の架設工事を施工する場合 

  ａ 鋼橋（Ｈ型鋼を主桁とするものを除く。）の上部構造物の製作及び架設に係る工事を完

成し、及び引渡しを完了した実績があること。 

ｂ 鋼橋を製作するために必要な工作機械及び溶接機械を備えた工場を有していること。 

 ｃ 鋼橋の上部構造物の製作に係る検査体制が確立していること。 

イ 鋼橋の補修工事又は補強工事を施工する場合 

  鋼橋の補修工事又は補強工事の主要な部分を完成し、及び引渡しを完了した実績がある 

 こと。 

 

(９) 舗装工事－アスファルト 

ア 審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までに舗装工事（ｱｽﾌｧﾙﾄ）に係る工事実績

があること。 

イ 次の技術者を県内営業所に常に備えていること。（ａとｂは同一人であっても良い） 

ａ 品質管理責任者（１級又は２級舗装施工管理技士の登録を受けている者） 

   ｂ 舗装工事の主任技術者になれる者 

  ウ 次の作業員を県内営業所に常に備えていること。 

   ａ アスファルトフィニッシャー運転手 

ｂ マカダムローラー運転手 

ｃ タイヤローラー運転手 

注１）舗装工事における現場での技術者等の兼務の取扱いについては、次のとおりとする。 

（最低人員：４名） 
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（１）主任技術者については、品質管理責任者との兼務は妨げないが、フィニッシャー運転

手等と兼務することは認めない。 

（２）品質管理責任者については、フィニッシャー運転手等との兼務は妨げない。 

（３）ひとりがフィニッシャー運転手、マカダムローラー運転手、及びタイヤローラー運転

手を兼務することは認めない。 

注２）アスファルトの現場施工について次の場合には、品質管理責任者を同時に複数の現場に

配置できないので注意すること。 

   

・会社に１名の品質管理責任者しかいなく、その者が他の工事現場に専任の主任技術者等とな

っている場合、舗装工事－アスファルトに属する工事を受注しても、現場へ配置できない。 

 

   専任の主任技術者等とは・・・建設業法第２６条第３項に規定される技術者が専任求められ

る工事※（公共性のある工作物で、請負金額が4,500万円

（ただし建築一式工事にあっては、9,000万円）以上のも

の）の配置技術者、または、他の工事の現場代理人 

                       

エ 次の表に掲げる機械を県内営業所に常に備えていること。ただし、モータグレーダーを使用

しない舗装工事のみに参加を希望する場合にあっては、モータグレーダーを自ら保有すること

又はリース契約の締結は要さない。 

機  械  名 能  力  等  

モータグレーダー ブレードの長さが3.1メートル以上のもの 

アスファルトフィニッシャー 
施工が可能な幅が4.5メートルから8.5メー

トルであるもの 

マカダムローラー 
両輪駆動又は全輪駆動で車両の重量が10ト

ン以上のもの 

 

タイヤローラー 車両の重量が８トン以上のもの 
 

オ 県内営業所に職員１０名以上常に備えていることに備えていること。 

カ 県内にアスファルトプラントを保有又は県内のアスファルトプラントを保有している者と

アスファルト合材の供給契約を締結していること。 

 

 (10) 板金工事 

審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までに板金工事に属する工事の実績がある

こと。 

 

 (11) 塗装工事－一般 

ア 審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までに塗装工事に属する工事の実績がある

こと。 

イ １級塗装技能士又は２級塗装技能士を県内営業所に常に備えていること。 

   

 

  (12) 塗装工事－区画線工 

ア 審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までに塗装工事（区画線工）に属する工事
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の実績があること。 

  イ 路面標示施工技能士を県内営業所に常に備えていること。 

ウ 次に掲げる機械及び設備を県内営業所に常に備えていること。 

   ａ ラインマーカー車 

   ｂ 溶解槽 

ｃ 施工機（施工幅 15、30、45 ㎝のすべて） 

 

 (13) 防水工事 

審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までに防水工事に属する工事の実績があるこ

と。 

 

 (14) 内装仕上工事－畳工 

審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までに内装仕上工事（畳工）に属する工事の実

績があること。 

 

 (15) 造園工事 

ア 審査基準日前１年間又は審査基準日から申請日までに造園工事に属する工事の実績がある

こと。 

イ １級造園技能士又は２級造園技能士を県内営業所に常に備えていること。 

   

（注意） 

上記（３）～（６）、（８）～（12）の工種については、自社施工が義務付けられています。 

 

６ 記入方法 

  各様式への記入に当たっては、次により明瞭に記載すること。 

 (１) 特殊工事入札参加資格審査用付属書類（様式第７号） 

  ア 「年月日」は申請書提出の日付を記入すること。 

  イ 「希望欄」には、入札参加を希望する工種に○印を記載すること。 

 

 (２) 誓約書（様式第８号） 

  ア 鋼構造物工事（鋼橋）を工事実績ありで申請する場合に限り提出すること。 

  イ 「年月日」は申請書提出の日付を記入すること。 

 

 (３) 職員調書（様式第９号） 

ア 希望工種ごとに定める要件を満たす技術者等で、申請日時点で県内営業所に常に備えている

技術者等について記載すること。 

イ 自社の技術者等であることを証明する雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通

知用）又は健康保険・厚生年金保険標準報酬決定通知書の写し等を添付すること。 

ウ 自社の技術者等の有している資格を証明する合格証明書又は資格者証の写しを添付するこ

と。 

 

  注）この様式に記載する作業員等には、実務経験の要件を満たさない（資格取得後の実務経験

が１年もしくは３年に満たない）２級技能士についても記載することが可能です。特に、造

園技能士や塗装技能士を取得されており、実務経験が満たされていない方がおられる場合

は、ご確認いただくようお願いします。 
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 (４) 職員写真（様式第10号） 

  ア 職員調書（様式第９号）に記載した技術者等のすべてについて写真を貼付すること。 

  イ 写真対照番号は、職員調書（様式第９号）と一致させること。 

  ウ 写真は、申請日前の３月以内に撮影したカラー写真とすること。 

エ 写真の縦横の比率は変更しないこと。 

 

 (５) 機械設備等調書（様式第11号） 

ア 希望工種ごとに定める要件を満たす機械等で、申請日時点で保有又はリースしている機械等

について記載すること。 

イ リース機械の場合は、備考欄に「リース」と記載すること。 

ウ 当該機械設備等調書に記載した機械等の売買契約書、固定資産台帳又はリース契約書、その

他機械を特定できるものの写しを添付すること。なお、資格期間中にリース契約が終了する場

合は、リース契約の更新若しくは新規リース契約締結について確約する旨の書類を添付するこ

と。 

エ 規格・能力が定められている機械については能力欄に各機械の規格・能力を記載すること。 

オ モルタル吹付機については、登録番号欄に刻印番号を記載し、申請日前１年以内に実施した

ボイラー及び圧力容器安全規則（労働省令）第８８条の定期自主検査記録の写しを添付するこ

と。 

 

  (６) 機械設備等写真（様式第12号） 

  ア 機械設備等調書（様式第11号）に記載した機械等のすべてについて写真（製造番号及びそ

の機械を特定することができる部分（機械番号プレートなど）についての写真も含む。）を

貼付すること。 

  イ モルタル吹付機においては、刻印の写真を貼付すること。（刻印番号が判別できない時

は、第二種圧力容器明細書の写しも添付すること。） 

  ウ 写真対照番号は、機械設備等調書（様式第11号）と一致させること。 

エ 写真は、申請日前の３月以内に撮影したカラー写真とすること。 

オ 写真の縦横の比率は変更しないこと。 

 

 (７) 実務経験証明書（様式第13号） 

  ア 港湾工事を申請する場合に限り提出すること。 

イ 記載した実務経験の従事内容を証する書類（請負契約書及び仕様書等の写し、又は工事カル

テ等の写し）を添付すること。 

 

７ その他 

 (１) 機械等の保有について 

「機械等を備えている」とは工事を施工するのに必要なときだけ借りてくるのではなく、

常に自己が保有し、又はリース期間が入札参加資格の有効期間の末日以降に及ぶリース契約

（中途に解約することが禁止されているものに限る。以下「リース契約」という 。） によ

り使用する機械等を備えていることをいう。 

    

 (２) 土木一式工事－港湾の定義 

  ア 次のａからｄまでに掲げる各工事及びこれらに類似する工事とする。 

ａ 船舶を使用して実施する工事 

ｂ 潜水士を使用して実施する工事 

ｃ 船舶及び潜水士を使用しないが、波浪の影響を強く受ける工事 
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ｄ 海中又は海上工作物（コンクリートブロックを除く。）を陸上で製作する工事 

 

(３) 入札参加資格が認定されても、以下の要件を満たさない場合、契約の相手方となることがで

きませんのでご注意下さい。 

  ア 塗装工事（一般） 

    鋼構造物又は建築物に係る塗装工事に応募する場合は、自社の１級又は２級の鋼橋若しくは

建築塗装技能士を現場に常駐できること。 

  イ 造園工事 

    以下の工事に応募する場合、自社の１級又は２級造園技能士を現場に常駐できること。 

   (ア) 高木又は中木が含まれる樹木の植付・支柱取付・樹木管理を伴う樹木植栽工 

   (イ) 修景的な技術を要する石組工、流れ工、池工等 

   (ウ) その他、造園技能士の技術が必要と認められる工事 

  （注）１級又は２級塗装／造園技能士の資格を取得した場合は、様式第９号により届け出るこ

と。 

  ウ アンカー工（グラウンドアンカー工の工事に限る。） 

(ア) 次の技術者を常に備えていること。また、グラウンドアンカー施工士にあっては、グウ

ンドアンカーの施工期間中、現場に常駐できること。（ａとｂは兼務可。） 

ａ 一級土木施工管理技士 

ｂ グラウンドアンカー施工士 

(イ) ロータリーパーカッション掘削機（出力37kw以上のものに限る。）をその現場に使用で

きること。 

  エ 法面植生工（種子吹付工の工事に限る。） 

    種子吹付機を現場に使用できること。 

  オ 法面保護工（厚層基材吹付工に限る。） 
    モルタル吹付機を現場に使用できること。 

 
８ 変更届 

希望工種ごとに、令和９・10年度鳥取県特殊工事入札参加資格審査用附属書類（変更）（様式 

第７号）及び次の書類をＴＣＡＳにより提出すること。 

ア 職員の変更 

ａ 職員調書（様式第９号） 

※当該職員調書に記載した職員が有する資格等を証する書面の写し並びに雇用保険被保険

者資格取得等確認通知書（事業主通知用）又は健康保険・厚生年金保険標準報酬決定通

知書の写しを添付すること。 

※変更となった内容が分かるよう備考欄に、当該変更届に係る者のみ、「追加」「削除」

「資格変更」等記載してください。 

ｂ 職員写真（様式第10号） 

ｃ 実務経験証明書（様式第13号） 

※記載した実務経験の従事内容を証する書類（請負契約書及び仕様書等の写し、又は工事

カルテ等の写し）を添付すること。 

イ 機械設備等の変更 

ａ 機械設備等調書（様式第11号） 

※当該機械調書に記載した機械等の売買契約書、固定資産台帳又はリース契約書の写しを

添付すること。（固定資産台帳の場合は、当該機械が分かるように蛍光ペンでマーカー

すること。） 

ｂ 機械設備等写真（様式第12号） 
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特
殊
工
事
提
出
書
類
一
覧

同
種
工
事
の
様
式
第
7
号
様
式
第
8
号
様
式
第
9
号
様
式
第
1
0
号
様
式
第
1
1
号
様
式
第
1
2
号
様
式
第
1
3
号

実
績
の
有
無
（
申
請
書
）
（
誓
約
書
）
（
職
員
調
書
）
（
職
員
写
真
）
（
機
械
調
書
）
（
機
械
写
真
）
（
実
務
経
験
証
明
書
）

有
○

－
－

－
－

－
－

無
○

－
○

○
－

－
－

②
土
木
一
式
工
事
－
港
湾

－
○

－
○

○
○

○
○

③
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘｰ
ﾄ工
事
－
交
通
安
全
施
設

－
○

－
○

○
－

－
－

自
社
施
工
対
象
工
事

④
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘｰ
ﾄ工
事
－
法
面
処
理
－
法
面
植
生
工

－
○

－
○

○
○

○
－

自
社
施
工
対
象
工
事

⑤
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘｰ
ﾄ工
事
－
法
面
処
理
－
法
面
保
護
工

－
○

－
○

○
○

○
－

自
社
施
工
対
象
工
事

⑥
と
び
・
土
工
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘｰ
ﾄ工
事
－
法
面
処
理
－
ア
ン
カ
ー
工

－
○

－
○

○
○

○
－

自
社
施
工
対
象
工
事

有
○

○
－

－
－

－
－

様
式
第
8
号
は
新
規
架
設
を
希

望
す
る
者
の
み

無
○

－
○

○
○

○
－

⑧
舗
装
工
事
－
ア
ス
フ
ァ
ル
ト

－
○

－
○

○
○

○
－

自
社
施
工
対
象
工
事

⑨
塗
装
工
事
－
一
般

－
○

－
○

○
－

－
－

自
社
施
工
対
象
工
事

⑩
塗
装
工
事
－
区
画
線
工

－
○

－
○

○
○

○
－

自
社
施
工
対
象
工
事

⑪
内
装
仕
上
工
事
－
畳
工

－
○

－
○

○
－

－
－

自
社
施
工
対
象
工
事

⑫
造
園
工
事

－
○

－
○

○
－

－
－

自
社
施
工
対
象
工
事

希
望
工
種
別

備
　
　
考

①
土
木
一
式
工
事
－
プ
レ
ス
ト
レ
ス
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

⑦
鋼
構
造
物
工
事
－
鋼
橋
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特
殊
工
事
認
定
要
件

□
自
社
施
工
対
象
工
種
は
そ
の
工
事
に
直
接
従
事
す
る
こ
と
が
で
き
る
職
員
を
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。

自
社

施
工

－ － 対
象

対
象

対
象

対
象

対
象

－ 対
象

対
象

対
象

対
象

対
象

対
象

対
象

※
詳
細
な
認
定
要
件
（
機
械
の
規
格
、
能
力
等
）
に
つ
い
て
は
、
入
札
参
加
告
示
を
確
認
す
る
こ
と
。

造
園
工
事

□
１
級
又
は
２
級
の
造
園
技
能
士
を
県
内
営
業
所
に
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。

塗
装
工
事
－
区
画
線
工

□
次
の
機
械
、
設
備
を
営
業
所
に
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。

　
①
ラ
イ
ン
マ
ー
カ
ー
車
　
②
溶
解
槽
　
③
区
画
線
の
施
工
機
（
施
工
幅
1
5
セ
ン
チ
、
3
0
セ
ン
チ
、
及
び
4
5
セ
ン
チ
）

□
路
面
標
示
施
工
技
能
士
を
県
内
営
業
所
に
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。

防
水
工
事

内
装
仕
上
工
事
－
畳
工

舗
装
工
事
－
ア
ス
フ
ァ
ル
ト

□
次
の
技
術
者
を
県
内
営
業
所
に
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。

　
①
１
級
又
は
２
級
の
舗
装
施
工
管
理
技
術
者
　
②
舗
装
工
事
の
主
任
技
術
者
又
は
監
理
技
術
者
と
し
て
配
置
で
き
る
者

□
次
の
機
械
を
県
内
営
業
所
に
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。
（
但
し
、
モ
ー
タ
グ
レ
ー
ダ
ー
を
使
用
し
な
い
舗
装
工
事
の
み
に
参
加
を
希
望
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
モ
ー
タ
グ
レ
ー
ダ
ー
を
自
ら
保
有
す
る
こ
と

又
は
リ
ー
ス
契
約
の
締
結
は
要
さ
な
い
。
）

　
①
モ
ー
タ
ー
グ
レ
ー
ダ
ー
　
②
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
フ
ィ
ニ
ッ
シ
ャ
ー
　
③
マ
カ
ダ
ム
ロ
ー
ラ
ー
　
④
タ
イ
ヤ
ロ
ー
ラ
ー

□
上
記
機
械
の
操
作
者
を
県
内
営
業
所
に
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。

□
県
内
営
業
所
に
職
員
１
０
名
以
上
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。

□
県
内
に
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
プ
ラ
ン
ト
を
保
有
又
は
県
内
の
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
プ
ラ
ン
ト
を
保
有
し
て
い
る
者
と
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
合
材
の
供
給
契
約
を
締
結
し
て
い
る
こ
と
。

板
金
工
事

塗
装
工
事
－
一
般

□
自
社
施
工
対
象
職
員
で
あ
り
、
か
つ
１
級
又
は
２
級
の
塗
装
技
能
士
で
あ
る
技
術
者
を
県
内
営
業
所
に
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。

と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事
－
ア
ン
カ
ー
工

□
次
の
機
械
を
県
内
営
業
所
に
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。
（
①
と
②
は
い
ず
れ
か
を
保
有
し
て
い
れ
ば
良
い
）

　
①
ロ
ー
タ
リ
ー
パ
ー
カ
ッ
シ
ョ
ン
掘
削
機
　
②
ド
リ
フ
タ
及
び
ガ
イ
ド
セ
ル
　
③
グ
ラ
ウ
ト
ミ
キ
サ
　
④
グ
ラ
ウ
ト
ポ
ン
プ

屋
根
工
事

鋼
構
造
物
工
事
－
鋼
橋

【
新
規
に
鋼
橋
の
架
設
工
事
を
施
工
す
る
場
合
】

□
鋼
橋
の
上
部
構
造
物
の
制
作
及
び
架
設
に
係
る
工
事
実
績
が
あ
る
こ
と
。

□
鋼
橋
を
制
作
す
る
た
め
に
必
要
な
工
作
機
械
及
び
溶
接
機
械
を
備
え
た
工
場
を
有
し
て
い
る
こ
と
。

□
鋼
橋
上
部
構
造
物
の
制
作
に
係
る
検
査
体
制
が
確
立
し
て
い
る
こ
と
。

【
鋼
橋
の
補
修
工
事
又
は
補
強
工
事
を
施
工
す
る
場
合
】

□
鋼
橋
の
補
修
工
事
又
は
補
強
工
事
の
主
要
な
部
分
を
完
成
し
、
及
び
引
き
渡
し
を
完
了
し
た
実
績
が
あ
る
こ
と
。

と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事
－
交
通
安
全
施
設

と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事
－
法
面
植
生
工

□
次
の
機
械
を
県
内
営
業
所
に
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。

　
①
種
子
吹
付
機
又
は
モ
ル
タ
ル
吹
付
機

＜
モ
ル
タ
ル
吹
付
機
は
労
働
安
全
衛
生
法
（
昭
和
4
7
年
法
律
第
5
7
条
）
第
4
4
条
第
４
項
に
基
づ
く
刻
印
番
号
の
あ
る
も
の
に
限
り
、
ボ
イ
ラ
ー
及
び
圧
力
容
器
安
全
規
則
（
労
働
省
令
）
第
8
8
条
に
基
づ
く
定
期

自
主
点
検
表
を
添
付
す
る
。
以
下
同
じ
。
＞

と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事
－
法
面
保
護
工

□
次
の
機
械
を
県
内
営
業
所
に
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。

　
①
モ
ル
タ
ル
吹
付
機
　
②
計
量
器
　
③
ホ
ッ
パ
ー

希
望
工
種

認
定
要
件

土
木
一
式
工
事
－
プ
レ
ス
ト
レ
ス
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

土
木
一
式
工
事
－
港
湾

□
次
の
技
術
者
を
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。

　
①
港
湾
工
事
に
係
る
工
事
の
監
督
業
務
に
５
年
以
上
従
事
し
た
経
験
の
あ
る
専
任
技
術
者
　
②
港
湾
に
係
る
工
事
の
監
督
業
務
に
２
年
以
上
従
事
し
た
経
験
の
あ
る
補
助
技
術
者

□
次
の
船
舶
及
び
そ
の
乗
組
員
と
し
て
２
年
以
上
従
事
し
た
経
験
の
あ
る
者
を
備
え
て
い
る
こ
と
。

　
①
え
い
船
　
２
級
小
型
船
舶
操
縦
士
２
名
、
そ
の
他
の
船
員
１
名
　
②
起
重
機
船
　
運
転
士
１
名
、
そ
の
他
船
員
３
名
　
③
グ
ラ
ブ
し
ゅ
ん
せ
つ
船
　
運
転
士
１
名
、
そ
の
他
の
船
員
３
名

＜
・
起
重
機
船
の
乗
組
員
と
グ
ラ
ブ
し
ゅ
ん
せ
つ
船
の
乗
組
員
は
、
相
互
に
兼
ね
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
・
②
起
重
機
船
と
③
グ
ラ
ブ
し
ゅ
ん
せ
つ
船
の
両
方
の
機
能
を
併
せ
持
つ
船
舶
の
場
合
は
、
一
隻
で
両
方
の
船
舶
を
備
え
て
い
る
も
の
と
み
な
す
。
＞

□
県
内
営
業
所
を
有
し
、
当
該
営
業
所
に
職
員
を
２
０
名
（
ド
ッ
ク
提
供
者
は
１
０
名
以
上
）
、
土
木
施
工
管
理
技
士
を
１
０
名
以
上
（
ド
ッ
ク
提
供
者
は
５
名
以
上
）
常
に
備
え
て
い
る
こ
と
。
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様
式
第
７
号

　

〔
希
望
工
種
（
特
殊
工
事
）
〕

許
可

番
号

所
在

地
又

は
住

所

商
号

又
は

名
称

代
表

者
職

・
氏

名

令
和
　
年
　
月
　
　
日

令
和
９
・
1
0
年
度
　
鳥
取
県
特
殊
工
事
入
札
参
加
資
格
審
査
用
付
属
書
類
(
新
規
・
 変

更
)

工
　
　
　
種

希
望
欄

工
　
　
　
種

希
望
欄

土
木
一
式
工
事
－
プ
レ
ス
ト
レ
ス
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

舗
装
工
事
－
ア
ス
フ
ァ
ル
ト

○

土
木
一
式
工
事
－
港
湾
工
事

板
金
工
事

と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事
－
交
通
安
全
施
設

塗
装
工
事
－
一
般

と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事
－
法
面
処
理
－
法
面
植
生
工

○
塗
装
工
事
－
区
画
線
工

と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事
－
法
面
処
理
－
法
面
保
護
工

○
防
水
工
事

と
び
・
土
工
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事
－
法
面
処
理
－
ア
ン
カ
ー
工

内
装
仕
上
工
事
－
畳
工

屋
根
工
事

造
園
工
事

鋼
構
造
物
工
事
－
鋼
橋

鳥
取
県
知
事
　
様

○
○
○
○
号

鳥
取
市
○
○
町
…

（
有
）
ト
リ
ケ
ン
建
設

鳥
取
　
市
太
郎

申
請
日
を
必
ず
記
入
し
て
く
だ
さ
い

新
規
で
申
請
す
る
場
合
は
、

変
更
を
線
で
消
す
こ
と
。

希
望
工
種
に
〇
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
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希
望
工
種
（
舗
装
一
般
-
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
　
　
）

取
得

年
月

日
資

　
　

格
　

　
名

　
　

等

注
意
事
項

　
１
　
希
望
工
種
の
工
事
に
従
事
す
る
予
定
の
技
術
者
及
び
作
業
員
を
す
べ
て
記
載
す
る
こ
と
。

　
２
　
「
資
格
・
免
許
等
」
の
欄
は
、
「
職
名
」
の
欄
に
記
載
し
た
職
務
を
遂
行
す
る
上
で
必
要
な
資
格
・
免
許
等
の
取
得
年
月
日
及
び
そ
の
名
称
（
１
級
舗
装
施
工
管
理
技
術
者
、

　
　
グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
ー
施
工
士
、
１
級
土
木
施
工
管
理
技
士
、
２
級
造
園
技
能
士
、
ロ
ー
ラ
ー
の
運
転
業
務
に
係
る
特
別
教
育
の
修
了
、
大
型
特
殊
運
転
免
許
等
）
を
記
載
す
る
こ
と
。

　
４
　
変
更
等
の
場
合
は
、
備
考
欄
に
「
内
容
変
更
」
、
「
削
除
」
又
は
「
追
加
」
と
記
載
す
る
こ
と
。

　
５
　
営
業
所
の
専
任
技
術
者
と
な
っ
て
い
る
者
に
つ
い
て
は
、
「
営
業
所
の
専
任
技
術
者
」
の
欄
に
○
印
を
記
載
す
る
こ
と
。
（
専
任
技
術
者
は
、
専
任
を
要
す
る
工
事
、
現
場
に
常
駐
が

　
　
　
求
め
ら
れ
て
い
る
工
事
に
は
配
置
で
き
ま
せ
ん
）

　
３
　
「
資
格
・
免
許
等
」
の
欄
の
「
資
格
名
等
」
の
欄
に
塗
装
技
能
士
と
記
載
す
る
場
合
は
、
「
建
築
」
又
は
「
鋼
橋
」
の
区
分
を
明
記
す
る
こ
と
。

3
○

○
○

追
加

7
品

質
管

理
者

H
…

□
○

市
×

○
町

…
R
…

H
…

R
…

2
級

土
木

施
工

管
理

技
士

2
級

舗
装

施
工

管
理

技
術

者
○

○
　

×
×

　

H
…

H
…

車
輌

系
建

設
機

械
運

転
技

能
講

習
ロ

ー
ラ

ー
運

転
の

業
務

特
別

教
育

6
□

□
　

×
□

6
マ

カ
ダ

ム
ロ

ー
ラ

ー
H

…
○

○
市

×
×

町
…

H
…

H
…

H
…

H
…

車
輌

系
建

設
機

械
運

転
技

能
講

習
ロ

ー
ラ

ー
運

転
の

業
務

特
別

教
育

4
○

○

7
○

×
　

□
□

3
○

○
○

5
タ

イ
ヤ

ロ
ー

ラ
ー

H
…

○
○

市
×

×
町

…

1
2

○
○

○○
53

○
○

　
□

□

4
マ

カ
ダ

ム
ロ

ー
ラ

ー
タ

イ
ヤ

ロ
ー

ラ
ー

S
…

□
□

郡
△

○
町

…
H

…
H

…
H

…
車

輌
系

建
設

機
械

運
転

技
能

講
習

ロ
ー

ラ
ー

運
転

の
業

務
特

別
教

育

車
輌

系
建

設
機

械
運

転
技

能
講

習
1
4

○
○

○

○
□

　
□

○

3
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
フ

ィ
ニ

ッ
シ

ャ
ー

S
…

□
□

郡
△

○
町

…
H

…
H

…

S
…

S
…

2
級

土
木

施
工

管
理

技
士

2
級

舗
装

施
工

管
理

技
術

者

1
群

家
　

次
郎

2
品

質
管

理
者

ダ
イ

セ
ン

　
シ

ロ
ウ

S
…

○
○

市
△

△
町

…
S
…

S
…

S
…

１
級

土
木

施
工

管
理

技
士

2
5

○
○

○
2

大
山

　
史

郎
1
9

○
○

○

1
主

任
技

術
者

コ
オ

ゲ
　

ジ
ロ

ウ

S
…

○
○

市
△

△
町

…

実
 務

経
 験

年
 数

雇
　

 用
保

　
 険

の
有

無

厚
生

年
金

保
険

の
有

無

○

健
　

 康
保

 　
険

の
有

無

営
業

所
の

専
任

技
術

者
備

　
考

様
式
第
９
号

　
　
　
　
　
　
　
職
　
員
　
調
　
書

Ｎ
ｏ
．

写
真

対
照

番
号

職
　

名

フ
リ

ガ
ナ

生
年

月
日

現
　

　
住

　
　

所
採

用
年

月
日

資
格

・
免

許
等

氏
　

　
　

　
名

変
更
届
に
お
い
て
、
一
度
使
用
し
た
番
号
は
使
用
し
な
い
。

Ｒ
７
・
８
入
札
参
加
資
格
を
有
し
て
い
る
者
で
、
継
続
的
に
該

当
工
種
の
資
格
申
請
を
し
て
い
る
場
合
、
備
考
欄
に
Ｒ
７
・
８

の
写
真
対
照
番
号
を
記
入
す
る
こ
と
。
そ
の
場
合
、
資
格
者
証

及
び
常
勤
性
の
確
認
書
類
の
添
付
は
不
要
で
す
。
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様
式

第
１

１
号

Ｎ
ｏ
．

希
望
工
事
　
舗
装
工
事
－
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写
真

対
照

番
号

機
　

　
械

　
　

名
メ

ー
カ

ー
名

型
　

　
式

能
　

　
力

機
械

番
号

登
録

番
号

取
得

年
月

備
　

考

1
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
フ

ィ
ニ

ッ
シ

ャ
ー

○
○

鉄
工

所
△
△
型
A
B
２
２
２

3
.
0
~
4
.
5
m

G
T
O
3
4
6
N
7
8

H
6
.
6

2
マ

カ
ダ

ム
ロ

ー
ラ

ー
○

△
重

工
業

R
2

1
0
t

6
6
6
6
7

H
5
.
6

3
タ

イ
ヤ

ロ
ー

ラ
ー

◇
○

△
K
K
K
L
L
L
3
3
3
M
6

8
.
9
t

G
Y
E
9
8
7
L
8

鳥
取
0
0
0
う
4
6

H
5
.
6

4
モ

ー
タ

グ
レ

ー
ダ

ー
○

○
S
S
3
6
M
7

3
.
1
m

J
H
Y
6
7
9
0
R
2

鳥
取
0
0
け
8
9

リ
ー
ス

5
マ

カ
ダ

ム
ロ

ー
ラ

ー
○

△
重

工
業

R
2

1
0
t

6
7
7
8
8
9

H
1
6
.
6

追
加

注
意

事
項

　
１

　
リ

ー
ス

契
約

に
よ

り
使

用
す

る
機

械
の

場
合

は
、

「
備

考
」

の
欄

に
「

リ
ー

ス
」

と
記

載
す

る
と

と
も

に
リ

ー
ス

期
間

を
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
資

格
期

間
中

に
リ

ー
ス

契
約

　
　

が
終

了
す

る
場

合
は

、
リ

ー
ス

契
約

の
更

新
若

し
く

は
新

規
リ

ー
ス

締
結

に
つ

い
て

確
約

す
る

旨
の

書
類

を
添

付
す

る
こ

と
。

　
２

　
記

載
し

た
機

械
等

の
売

買
契

約
書

及
び

固
定

資
産

台
帳

の
写

し
又

は
リ

ー
ス

契
約

書
の

写
し

を
添

付
す

る
こ

と
。

　
３

　
変

更
等

の
場

合
、

「
備

考
」

の
欄

に
「

内
容

変
更

」
、

「
削

除
」

又
は

「
追

加
」

と
記

載
す

る
こ

と
。

　
４

　
申

請
日

時
点

で
自

ら
保

有
し

、
又

は
リ

ー
ス

契
約

に
よ

り
使

用
し

て
い

る
機

械
等

に
つ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。

　
５

　
モ

ル
タ

ル
吹

付
機

に
つ

い
て

は
、

登
録

番
号

欄
に

刻
印

番
号

を
記

載
し

、
申

請
日

前
１

年
以

内
に

実
施

し
た

ボ
イ

ラ
ー

及
び

圧
力

容
器

安
全

規
則

（
労

働
省

令
）

第
８

８
条

に
　

　
基

づ
く

定
期

自
主

検
査

記
録

の
写

し
を

添
付

す
る

こ
と

。機
　

　
械

　
　

設
　

　
備

　
　

等
　

　
調

　
　

書

規
格
・
能
力
が
定
め
ら
れ
て
い
る
機
械
の
規
格
・
能
力
を
記
載
す
る

こ
と
。
特
に
特
殊
工
事
の
機
械
に
対
し
て
条
件
（
○
○
以
上
等
）
が

定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
能
力
等
を
記
載
す
る
こ
と
。

変
更
届
に
お
い
て
一
度
使
用
し
た
番
号
は
使
用
し
な
い
。
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○変更等の届出

【提出書類】

様式 様式 様式 様式 様式 様式 様式

第１４号 第１５号 第７号 第９号 第１０号 第１１号 第１２号

1 商号又は名称を変更したとき ○

2 既存の県内営業所の名称、所在地を変更したとき ○

3 代表者を変更したとき ○

4 受任者を変更したとき ○

5 建設業許可番号を変更したとき ○

6 入札参加資格を取り下げるとき ○

7 技術者を追加登録するとき ○

8 技術者の有資格に変更（資格の追加も含む）があったとき ○

9 技術者を削除するとき ○

10 特殊工事に職員を追加登録するとき ○ ○ ○

11 特殊工事の登録職員を変更（職名、資格など）するとき ○ ○

12 特殊工事の登録職員を削除するとき ○ ○

13 特殊工事に機械を追加登録するとき ○ ○ ○

14 特殊工事の登録機械を変更するとき ○ ○

15 特殊工事の登録機械を削除するとき ○ ○

【変更届の添付書類等】
項 添　付　書　類　等

1 ・登記簿謄本又は履歴事項証明書、建設業法施行規則別記様式第22号の２の写し

2 ・登記簿謄本又は履歴事項証明書、建設業法施行規則別記様式第22号の２の写し

3 ・登記簿謄本又は履歴事項証明書、建設業法施行規則別記様式第22号の２の写し

4 受任者 ・建設業法施行規則別記様式第22号の２の写し

5 建設業許可番号 ・建設業許可通知書の写し

6 入札参加資格取下げ （不要）

7 登録技術者（変更・追加） ・資格証明書（合格証明書、卒業証明書など）又は実務経験証明書

・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）又は健康保険・厚生年金保険標準報酬

　決定通知書等（常勤性確認）〔追加のみ〕

12 登録技術者（削除） （不要）

13 ・機械証明書（（売買契約書、固定資産台帳など）～

　　又はリース契約書（入札参加資格期間以上の契約のもの））

15 （不要）

＊建設業許可においても同様の変更事項に係る届出を行っている場合は、建設業法施行規則別記様式第22号の２の写し

（受付印の押印があるもの）も同時に提出してください。

【技術者の変更届について】
　　・技術者の変更（追加・削除・資格）は、変更が生じた時点で随時提出してください。追加については、採用後３ヶ月後に提出してください。

　　・技術者の資格、実務経験の確認を「監理技術者資格者証」によってもできるようになりました。

【特殊工事の登録における変更届について】
　　・特殊工事に係る職員および機械の変更（追加・削除など）は、変更が生じた時点で随時提出してください。

　　・受注時に提出していただく「施工体制通知書」には、登録職員および機械を記載していただくことになります。

　　・機械の故障による一時的な使用中止の場合も届出が必要です。

(特殊工事対象工種一覧）

【提出先】
ＴＣＡＳにて入力情報を変更し、必要書類を添付ください。

防水 畳工 造園

屋根 鋼橋 アスファルト 板金 塗装一般 区画線工

工種

ＰＣ 港湾 交通安全施設 法面植生工 法面保護工 アンカー工

登録機械（削除）

３　建設工事入札参加資格における変更届等について（県外業者用）

　建設工事入札参加資格を取得されている方は、以下に掲げる事項に該当するに至った場合には、変更届出書及び添付書類を提出しな
ければなりません。

変　更　等　の　事　項

変更届様式番号

変　更　事　項

商号又は名称

所在地

代表者

～

登録機械（変更・追加）
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様式第１４号

　鳥取県入札参加資格審査申請共同受付システム利用団体の長　様
令和 年 月 日

担当者連絡先（電話番号）

下記のとおり変更があったので、届出をします。
また、この変更届及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

１　変更内容                                                                                                    

変更事項

代表者の変更

住所変更

注意事項

　１　県内業者、県外業者ともにＴＣＡＳに添付すること。

　３　建設業許可に係る変更がある場合は、建設業法施行規則別記様式第22号の２の写しを添付すること。

　２　変更事項に係る変更内容を証する書面を添付すること。

鳥取市××町… 鳥取市○○町… 令和9年5月10日

TEL○○○○-○○-○○○○ TEL○○○○-○○-○○○○

郡家　次郎 境　港史郎 令和9年5月10日

変更前 変更後 変更年月日

記

令和９・１０年度　鳥取県建設工事入札参加資格審査申請事項変更届（一般（技術職員以外））

所 在 地 鳥取市○○町…
商 号 又 は 名 称 倉米建設株式会社
代 表 者 職 氏 名 境　港市郎　　　　　　　　　　　　　　 
建 設 業 許 可 （ 大臣 ・ 知事 ）　　　　第　　9034　号

担 当 者 職 氏 名

申請日を必ず記入してください。

役員の変更は、代表者のみで結構です。
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様式第１５号

令和９・１０年度　鳥取県建設工事入札参加資格審査申請事項変更届（一般（技術職員））

鳥取県入札参加資格審査申請共同受付システム利用団体の長　様

令和 年 月 日

下記のとおり変更があったので、届出をします。

記

専 代

任 表 年号 年号

コオ ゲ ジ ロウ

郡 家 次 郎

クラ ヨシ サブ ロウ

倉 吉 三 郎

トウ ハク シン ゴ

東 伯 慎 吾

（記入例）

ミョウジ ナマエ

苗 字 名 前

専　　任

新規 変更 抹消

0 0 3 1 1 2 3 1

注　 「国家資格コード」は、経営事項審査申請要領の「別表（四）業種別技術職員コード表」のコードを記入すること。

                                   

注意事項

　１　ＴＣＡＳに添付すること。

　２　技術者の退職又は資格の変更（追加）のあった場合は、その事実の発生した時から２週間以内に届け出ること。

　３　技術者の採用があった場合は、その事実の発生した時から３月経過後、２週間以内に届け出ること。

　４　新規の者については、「健康保険被保険者標準報酬決定通知書」、「雇用保険被保険者資格所得確認通知書」又は市町村の

　　「住民税特別徴収税額通知書」の写し等を添付すること。

　５　新規及び変更の場合、国家資格者については資格証明書等の写し（合格通知は、不可とする。）、実務経験者について

　　は実務経験証明書（許可様式第９号）を添付すること。

　６　建設業許可に係る変更がある場合は、建設業法施行規則別記様式第22号の２の写しを添付すること。

平成 令和

1 2 3 4 5

大臣 知事 許可の専任技術者 代表取締役の場合 大正 昭和

大臣・知事 処理コード 代　　表 年　　　　号

1 3 3 1 9 61 1 3 2 3 02 0 0 4 0 19 1 1 2 2 4１
(新規)

1 3 3

002
(23)

2 1 4 2 7 63 0 0 1 0 18 1 1 2 2 41 3 4

3 01 1 3 233 3 3 6 0 8 1

1 12 1 2 03 1 2 0 2 32 1 1 3 3 9 1

処理 （フ　リ　ガ　ナ） 生年月日 採用年月日
国家資格コード

ｺｰﾄﾞ 技　　術　　者　　氏　　名 年 月 日 年 月 日

建 設 業 許 可 （ 大臣 ・ 知事 ）　　　　第９０３４号
担 当 者 職 氏 名
担当者連絡先（電話番号）

所 在 地 鳥取市○○町…
商 号 又 は 名 称 倉米建設株式会社
代 表 者 職 氏 名 境　港市郎

提出日を必ず記入してください。

技術者の削除・資格等変更

の場合は、採用年月日の記

載は必要ない。

実務経験等（001～004及

び099）を記入する場合は、

担当業種コードを必ず記

入すること。

処理コードに、2「変更」

に入れた者は、国家資格

コード欄には、今回新たに

追加する国家資格コードの

みを記載すること。

技能士検定2級などの、その資

格に実務経験が必要なものに

ついては、必ず資格者証の他

に当該実務経験証明書を提出

すること。
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